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　【考察】

今回の牧　秀一氏の講義を聞いて、自分自身は今まで大きな災害に遭った経験がない為、初めのうちはいまいちピンとこなかったが、今回の講義を通して「人間が生活していく上で一番大事な事」を改めて分かった。震災障害者の立場を自分に置き換えてみると、多分今日・明日どうやって生きていこうなどと考えてるうちに「生きてるのがつらい、死んだ方がマシだ」と感じ、自殺に至ってたかもしれない。それは多分自分が一人で誰にも相談できず孤独を感じていたからかもしれない。そんな時に見ず知らずの人で「お元気ですか？体調はいかがですか？」と話しかけられても最初は同情するなよみたいな気持ちしか持てないと思うが、段々と顔を合わせるうちにどんどん親近感が湧いてくると思う。そういう意味では牧氏の活動は本当に素晴らしいと感じました。この講義を通じて普段の業務でも「コミュニケーション」がいかに大事なスキルかを感じました。

前座として財団法人こころすこやか財団「災害時の地域で生活する障害者の支援」

　　　　　　　　　～地域活動支援センターの役割～

今年度の断水時のアンケート調査を通しての発表がありました。

調査を通して、

①行政の対応が不十分②情報が回ってこない③復旧の見通しがたたない④援助が欲しいけどどうしたらいいかわからない。

災害時は単一事業所のみの支援では限界がある。専門職でネットワークを構築し、災害時の障害者支援の窓口の一本化を図る必要がある。安心して住める地域作りをおこなっておく。

　【研修要旨】（プログラム毎に）

「震災時の障害者・高齢者支援について」

	講師：　牧　秀一氏（阪神・淡路大震災「よろず相談室」主宰者）


～阪神・淡路大震災の復興から見えたもの～

○はじめに

今から14年前、1995年1月17日に発生した阪神・淡路大震災。死者6434名、重傷者10683名に上る。この震災により多数の人が障害を負った。いわゆる「震災障害者」であるが、この人達への行政の支援は皆無に近かった。本題は講師が震災直後に立ち上げたボランティア団体「よろず相談室」の支援活動を通じて、震災障害者を始め避難所・仮設住宅・復興住宅に住む一人暮らしの高齢者・離散家族の心の訴えや、講師が唱える支援が必要な事・やらねばならない事をまとめたものである。

○被災者ゆえの就職差別

　Ａさんは当時大卒である企業に就職が内定していた矢先、震災に遭った。一家は無事であったが父親が失職・母親も仕事する事もままならない状態だった。そんな時就職先から電話があり、被災に関するお見舞いの言葉の後「Ａさんは現在避難所に住んでいるんですか？」と聞かれ返答したら「そうですか。申し訳ないですがこのお話しは無かった事にして頂けますか。」と内定を取り消された。

　Ｂさんも大卒であったが、就職先の面接で「あなたのこの住所は被災地ですね。家を建て直さないのですか？」と聞かれ現在の生活状況を話したが面接の度に「家は建て直すのか？」と散々聞かれ結局不採用となった。

上記の例からも、本人自体は就労意欲があるのに企業側で「被災者だから･･･」という理由で、不採用や内定取り消しにするケースがたくさんあった。企業側の見解としては「もし就職しても、本人の身に何かあった場合の保証ができないから」との返答のみ。これは身障者にはない被災者ゆえの就職差別である。

○復興住宅（1）

　

　神戸市にある「ＨＡＴ神戸」という復興住宅。約30棟のマンションが立ち並んでいるが、一般的な集合マンションのような賑わいは無く、入居者がいるが閑散としている。このマンションは一人暮らしの高齢者・身体・精神・知的障害者などが優先して入居しているが、近隣同士の付き合いなど殆ど無く孤独死・自殺などが後を絶たない。ある入居者は「あのマンションの扉は重くて冷たくて、まるで刑務所の独房みたいで、周りに誰も知人がいない都会の墓場・陸の孤島と呼んでもいい。人間の臭いがしない感じがする」と話している。またある入居者は「ポストに何も入ってないのに、毎日覗いている」と話している。入居者は孤独以上に孤独を抱えてるのである。

○復興住宅（2）

　

　講師がそのマンションの入居者（500世帯）にアンケート調査をし、回答があったものを集計したデータである。

　

　１ヵ月間、誰にも会わない…15.8％　外出　3日に１度…40％　外出　殆どない…6.6％

　眠れない…30.3％　疲れやすい…42.5％

上記のように、一人暮らしだと話し相手もいないし、いざ外に出ても周りは全然知らない年齢も違う人達ばかりで話をする意欲・交流を持つ意欲が減退し社会との関わりさえ断絶し、（このまま生きていてもしょうがない）などの希死念慮・いずれは自殺企図に至るケースがたくさんある。見た目は綺麗な新興住宅かもしれないが、入居者の苦悩は計り知れないものがある。

○震災障害者について

　

　震災障害者に対する国の支援は「災害見舞金」だけである。これは障害等級一級（両目失明・両上肢肘関節以上失う・両下肢膝関節以上失うなど）に該当する者だけであり、片足・片腕を切断した人への支援はなかった。この制度の存在を知り、告知した一級障害の63名だけが一回きりの支援（生計維持者250万円・その他125万円）を受けたのみである。告知した人やその他の障害者に話しを伺うと「制度の緩和」を要望している人が震災障害者全体の9割を占めた。つまり金額の問題ではない、みんなで助け合って生きていこうというメッセージが欲しいと間に一様に口を揃えていた。

○震災障害者に対する行政の動き

　震災から14年目にして初めて神戸市が「震災障害者」の実態調査を行い神戸市だけで183名（医師の診断書などで確認できる人数）いる事が分かった。実際は診断書自体がない震災障害者は潜在的に存在すると思われる。また国会議員147名のへのアンケート（回答あり67名）でも「早急に実態調査を行うべき」と回答した議員が多数を占めた。
上記の意見から、震災障害者に必要な支援・やらねばならないことは以下のとおりである。

1 震災障害者の把握。行政が把握している障害者名簿の原因欄に震災を加えれば実態調査は可能。

2 本人・家族が今後の生活のあり方、悩み事など、相談できる総合窓口の設置。

3 当事者と一緒に生活上の事を考え、行政の窓口になる専任の担当者の配置。

4 二つの集い（（自助グループ）。一つは当事者と家族、一つは当事者や家族以外に、医療や教育関係者など、支援者の集い。

5 災害障害見舞金など支援制度の見直し。ハードルを低く、継続的な支援制度が必要。

「さいごに」

講師が支援活動を通じて感じた事は、「人は人によってしか、救う事が出来ない」という事。「人から人へ」「人と人」のつながりが、生きようとする力を加える。講師が最初訪ねた際は殆ど無為・自閉的で他人との関わりを拒絶している人が多かったが、何度も訪問し、手紙や電話などを重ねていくうちにその人の考え方が「自分は一人じゃないんだ。周りにこんなに仲間がいる。自分は必要とされている」という感情を持ち始め、社交性が出て来て集いなどにも積極的に参加できるようになった事例もある。

しかし、忘れてはいけない事は「人が震災を背負う事」という事である。孤独死・自殺は今になっても後を絶たないという事実、（昨年46名）つまり来年で震災から15年が経過しても震災を背負っている人がいる事を忘れてはならない。


















C.E.O.





I.O.O.





A.O.M.








